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企業間DX (Digital Transformation)の実現に

向けた法のDX(Domain Crossover)の試み(1)

飲食予約をめぐる企業間データ流通に関する法的課題
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1 はじめに一企業問DX (Digital Transformation) 

に関わる法的課題
II 事例の検討――—飲食予約に関わる企業問DX

1. 複数企業11りを梢報が流れる飲食予約
2. 飲食予約業務の担い手の変遷
3. 飲食予約の契約1関係とfi'i報の流れ
4. 梢報をめぐる法的課題の概観 （以上本号）

＂ 
はじめに

—企業間DX <Digital Transformation) 
に関わる法的課題

近年、ー企業内におけるDX(Digital Transformation) 

m 情報法に関する課題
w 知的財産法に関する課題
v 独占禁止法に関する課題
VI おわりに一法のDX (Domain Crossover)によ

る課題解決に向けて

だけでなく、 複数の企業をまたいで情報が流通し、

連携して活用される企業問DXが拡大しつつある。

企業間DXは、 取引関係のある企業同士が連携して

情報の流れを加速させビジネス深境の変化に即応

し、 競争優位性の確立を目指す。
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